
No 事業名
事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容

総事業費（円）
臨時交付金
充当額
（円）

事業始期 事業終期 事業実績 事業の効果

1
小金井市農業振興
連合会補助金

①　農業用資材の価格高騰分について、小金井市農業振興連
合会が実施している環境対策事業に対して補助金を交付する
ことにより、市内農業者の経営を支援する。
②　補助金

3,188,587 75,000 R4.6 R5.3
助成額：95,687円
助成件数：29件

原油価格高騰等に伴う農業用資材の高騰分について、例年、
小金井市農業振興連合会が実施している環境対策事業費に上
乗せして補助を実施し、市内農業者の経営を支援すること
で、地域農業を支える市内農業者の持続的発展に寄与した。

2
東小金井事業創造
センター修繕事業

①　市で設置する創業支援施設の新型コロナウイルス感染症
の感染防止対策を行い、安心して利用できる環境を作る。
②　工事費

594,000 557,000 R4.9 R4.11
商談室（無窓室）開口新設
工事の実施

無窓室への窓を開口することにより、充分な換気を行うこと
ができるようになり、感染リスクを低減した。

3
地域振興券発行事
業（国のＲ3予算
分）

①　新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰の影
響により停滞している市内の消費を喚起し、地域経済の活性
化と市民家計負担の軽減を図る。
②　委託料、負担金及びその他事務経費

284,800,438 281,230,160 R4.8 R5.4

発行総額：496,248,000円
（4,000円×124,062人）
利用総額：455,680,700円
（使用率：91.8%）

給付型としたため、多くの市民が利用することができた。取
扱店舗数も350店舗を超え、2次元コードが印刷されたカード
タイプによるキャッシュレス決済としたことから、普段
キャッシュレス決済に慣れていない店舗もキャッシュレス決
済を試みることができた。

4
地域振興券発行事
業（重点交付金
分）

①　新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰の影
響により停滞している市内の消費を喚起し、地域経済の活性
化と市民家計負担の軽減を図る。
②　委託料、負担金及びその他事務経費

83,678,520 78,754,000 R4.8 R5.4 3と同じ 3と同じ

5
小口事業資金融資
あっせん事業

①　新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少して
いる市内事業者に対し、小口事業資金の融資あっせんを行う
ことによって経営の安定化を図る。
②　補助金

2,057,396 1,028,698 R4.4 R5.5
コロナ融資あっせん新規事
業者：26事業者

新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動に影響を受
け、売上が減少している事業者に支援をすることができた。

6
小金井市小規模事
業者持続化サポー
ト補助金

①　新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けつつも、国
の小規模事業者持続化補助金を活用して販路開拓等（ＥＣサ
イトの活用や非対面ビジネスモデルの導入等）に取り組む市
内小規模事業者に対して補助金を給付し、生産性向上と持続
的な発展を図る。
②　補助金、郵便料

8,580,788 8,045,000 R4.7 R5.4 交付事業者：57事業者
持続化補助金の交付を受けている事業者に上乗せ支援を行こ
とにより、事業者の運営継続の一助となった。

7
公共交通事業者継
続支援金

①　原油価格高騰の影響を受けている交通事業者に対し、継
続支援金を交付することにより、事業継続を支援し、もって
市民の日常生活における移動手段の確保に寄与することを目
的とする。
②　バス事業者及びタクシー事業者に対する支援金、郵便料

9,312,180 7,312,000 R4.8 R4.10

バス事業者：6件
5,500,000円、
タクシー事業者(個人含)：
6件　3,810,000円

原油価格高騰によりいずれの業者も厳しい状況であったが、
支援金の交付により事業継続の一助を担え、市民の日常生活
における移動手段の維持・確保に寄与することができた。

令和４年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業実績及び効果検証
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8

コロナ禍における
原油価格・物価高
騰に伴う小金井市
学校給食費補助事
業

①　新型コロナウイルス感染症の影響の長期化による原油価
格・物価高騰のなか、これまで通りの栄養バランスや量を保
てるよう子育て世帯を支援し、保護者負担を増やすことな
く、学校給食の円滑な実施に資する。
②　学校給食費補助金

16,863,195 13,240,000 R4.7 R5.3 1,052,105食
保護者負担を増やすことなく、これまで通りの栄養バランス
や量を保った学校給食の提供の実現につながった。

9
介護事業所運営補
助事業

①　市内の介護事業所において新型コロナウイルス感染症の
拡大防止を図りつつ、公益性の高い福祉サービスを継続して
実施する事業者に対し、その事業の運営に要する費用の一部
を補助し、事業継続を支援する。
②　補助金、消耗品、郵便料

21,227,380 19,902,000 R4.6 R5.3 対象事業所：136件
コロナウイルス感染拡大防止を図りつつ事業運営を継続する
体制に寄与した。

10

小金井市介護事業
所等における新型
コロナウイルス感
染拡大防止対策推
進事業（ＰＣＲ検
査費等補助事業）

①　重症化するリスクの高い者の集団で形成される介護事業
所等に対して、積極的にＰＣＲ検査等を行うことで、感染者
の発生を把握し、早期の措置を講じることにより、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大の防止を図ることを目的とす
る。
②　補助金

20,000 19,000 R4.6 R5.3 ＰＣＲ検査：1人

「区市町村との共同による感染拡大防止対策推進事業」で対
象外であった事業所職員のＰＣＲ検査の受検費用を補助する
ことで、職員の積極的な接種を促し、新型コロナウイルス感
染拡大防止に効果があった。

11
障害福祉事業所等
運営補助金

①　小金井市内に事業所を有する障害福祉事業所等に対し、
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図りつつ、事業
を継続するための支援を行う。
②　補助金、消耗品、郵便料

15,610,286 14,635,000 R4.6 R5.3 対象事業所数：78件
事業継続に要する経費や感染予防対策に必要な経費の補助等
を行うことにより、新型コロナウイルスの感染症拡大防止を
図りつつ、障害福祉サービスの提供の継続に効果があった。

12

小金井市障害福祉
事業所等における
新型コロナウイル
ス感染拡大防止対
策推進事業（ＰＣ
Ｒ検査費等補助事
業）

①　重症化リスクの高い障害福祉事業所等の従業者及び利用
者のＰＣＲ検査費又は抗原定量検査の受検を要する費用を補
助することで新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止を
図ることを目的とする。
②　補助金

69,000 65,000 R4.6 R5.3

ＰＣＲ検査：7人（地方創
生臨時交付金）
内訳：119人（全体）
112人（区市町村との共同
による感染拡大防止対策推
進事業）
7人（地方創生臨時交付
金）

「区市町村との共同による感染拡大防止対策推進事業」で対
象外であった事業所職員のＰＣＲ検査の受検費用を補助する
ことで、職員の積極的な受検を促し、新型コロナウイルス感
染拡大防止に効果があった。

13
キャッシュレス化
推進事業

①　手数料等の支払方法について、キャッシュレス決済の普
及により市民サービス利便性の向上及び新型コロナウイルス
感染症のリスク軽減を図る。
②　ＰＯＳレジ改修費、インターネット導入工事、使用料、
リース料等

362,289 340,000 R4.6 R5.3
利用件数：8,435件
利用金額：2,993,730円

全体の手数料収入額のうちキャッシュレス割合が金額ベース
で8.28％となり、利便性向上及び現金のやりとりによる感染
リスクの低減につながった。

14
感染疑い者に対す
る外来受診時の交
通手段の提供支援

①　感染拡大の防止
②　感染症に罹患している可能性がある者をPCR検査セン
ター及び検査可能医療機関に搬送するための経費。4月～7月
下旬は2台、7月下旬～令和5年3月は3台想定

28,606,604 26,820,000 R4.4 R5.3 搬送実績：241件
感染が疑われる市民を対象としたＰＣＲ検査センター及び検
査可能医療機関への送迎サービスを実施し、新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大防止につながった。
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15

新型インフルエン
ザ等対策業務継続
計画（BCP）改定事
業

①　新型コロナウイルス感染症を踏まえ、より実状に即した
計画とするため、現行のＢＣＰを見直す。
②　計画策定支援委託料

2,068,000 1,939,000 R4.11 R5.3 ＢＣＰの改定
新型コロナウイルス感染症を踏まえ、より実状に即した計画
の改定を行った。

16
小金井市里帰り等
定期予防接種費助
成金事業

①　小金井市の指定する医療機関以外（日本国内に限る。）
で予防接種を受けた場合において、その接種に要した費用を
助成することにより、定期予防接種における接種費用の負担
軽減を図り、もって市民の健康の保持増進と感染症のまん延
を予防することを目的とする。
②　里帰り先等で定期予防接種を受けた費用

2,692,128 2,524,000 R4.4 R5.3 支給実績：46件

小金井市の指定する医療機関以外（日本国内に限る。）で予
防接種を受けた場合において、その接種に要した費用を助成
することにより、定期予防接種における接種費用の負担軽減
を図り、もって市民の健康の保持増進と感染症のまん延を予
防に努めることができた。

17
公共施設予約シス
テム機器借上

①　施設窓口の対面受付業務を削減し、人流の抑制、接触機
会の軽減する。また、予約システム導入済みの施設も、利用
者情報の事前登録機能を拡充し、新型コロナウイルス感染症
のリスク軽減を図る。
②　システム設計構築委託料、システム使用料、機器等借上
料

473,000 443,000 R4.11 R5.3

令和４年度利用団体数
市民会館：1,107
マロンホール：1,502
婦人会館：1,386
上之原会館：2,049
西之台会館：1,848
上水会館：1,076

システムを導入した７会館で、以前は対面で抽選会を行って
いたが、システムでの抽選となり、また、窓口での予約が減
少し、人流の抑制、接触機会の低減につながった。

18
保育施設運営事業
者事業継続支援事
業

①　新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰の影
響を受ける保育施設事業者の負担軽減を図る。
②　補助金

17,489,277 16,107,142 R4.9 R5.2 交付施設数：60施設
新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰の影響を
受ける保育施設事業者に対して補助することにより、施設等
の安定的な運営に寄与した。

19
介護事業所物価高
騰対策事業継続支
援金

①　新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰によ
る影響を受けている市内介護事業所の負担軽減を図る。
②　補助金、消耗品、郵便料

31,347,222 24,612,000 R4.10 R5.3 対象事業所：124件
コロナ禍における原油価格・物価高騰による影響を受けてい
る介護事業所の経営悪化を防ぐとともに、利用者負担を増や
すことなく引き続きサービス提供が行える体制に寄与した。

20
障害福祉事業所等
物価高騰対策事業
継続支援金

①　新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰によ
る影響を受けている市内障害福祉事業所等の負担軽減を図
る。
②　補助金、消耗品、郵便料

9,765,126 9,190,000 R4.10 R5.3 対象事業所数：82件
原油価格や電気・ガス料金を含む物価の高騰に対し支援金を
交付することで、小金井市における物価高騰による事業所へ
の影響を軽減する効果があった。

21
こがねいキャッ
シュレス決裁ポイ
ント還元事業

①　コロナ禍における原油価格・物価高騰により、事業活動
に影響を受けている市内事業者を支援するとともに、市民の
生活応援、地域経済の活性化を図るため、キャッシュレス決
済ポイント還元事業に対し、補助金を交付する。
②　ポイント還元原資、手数料、運営委託料等

70,458,522 24,549,000 R4.10 R4.11
ポイント還元総額
48,373,891円相当

指定したペイメントを使用している店舗（950店舗）で多く
の集客につながった。大型店舗、大手チェーン店、コンビニ
エンスストアを対象外としたため、特に影響を受けていると
考えられる市内の中小規模事業者に支援をすることができ
た。

22
地域振興券発行事
業（原油価格・物
価高騰対応分）

①　新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰の影
響により停滞している市内の消費を喚起し、地域経済の活性
化と市民家計負担の軽減を図る。
②　委託料、負担金及びその他事務経費

170,880,262 134,164,000 R4.8 R5.4 3と同じ 3と同じ
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23
小金井市子ども子
育て応援事業

①　新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰の影
響を受ける中、0歳から18歳までの者を対象に電子版商品券
5,000円分を支給することで、家計への負担軽減を図り、子
どもの学び及び生活の支援に資する。
②　委託料、郵便料

107,408,814 96,617,000 R5.1 R6.3

交付件数:19,238件
交付額:96,190,000円
（5,000円×19,238人）他
手数料、郵送料

18歳以下のお子様へ1人5,000円の給付を行い、子育て世帯の
支援につながった。

合計 887,553,014 762,168,000


